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内容の要旨 
 
１．本論文の目的 
本論文は、自治体の区域、いいかえると、地方政府が
管轄する区域について論じるものである。日本では、国
土のすべての区域が自治体の区域になっているという点
において、それが最も日常的な区域でありながら、最も
日常的に意識が及ぶことのない区域であるといえるかも
しれない。その一方で、近年において、そうした自治体
の区域について最も関心が抱かれたのが「平成の大合併」
であったともいえる。そこで初めて人は、自分の住む市・
町・村が「なくなる」という感覚をもつことになる。合
併によって、編入される自治体の住民は、住所をはじめ、
道路標識等の変更を目の当たりにし、日常における影響
力を合併「後」に感じることが多かったのではないか。
しかし、そうした目に見える変化だけではなく、行政や
政治、経済活動やコミュニティなど、多くの分野に変化
が及ぶのが、自治体の区域の変更であるといえよう。そ
うしたことをふまえ、本論文では自治体の区域、すなわ
ち地方政府の管轄する区域について論じていこうと思う。 
そうした問題関心をもつきっかけとなったのは、「平成
の大合併」による自治体の減少であり、その中でも、自
治体合併のともなう町村の減少である。町村が合併する
ことにより、数の減少をみせたことが意味することは、
本論文でも繰り返し述べているように、自治体合併が、
ただ規模の拡大を目指して進められたからである。した
がって、本論文では、「平成の大合併」が、自治体の規模
（人口や面積）拡大を中心とした論理で進められたこと
を批判的に考察することを目的としていることをまず明
らかにしておきたい。ただし、そうした考察を行う意義
として押さえておきたいのは、必ずしも、区域の変更を
すること、つまり合併という自治体の統合、もしくは分
割について、反対であるというわけではなく、また、反
対に賛成するものではないということである。むしろ、
そうした「合併への賛否」といった言説から一定の距離
を置くことを意識し、自治体の区域、いいかえると地方
政府が管轄する区域のあり方を考える際に、必要な視点
を提示し、今後の自治体の区域設定のあり方を検討した
ものである。 
 
２．本論文の構成 
本論文の構成は、以下の通りである。 
序章「なぜ政府の＜区域＞を問題にするのか」では、
「区域」という言葉の意味を人文地理学の視点から検証
した。本論文で考察する自治体の区域やサービスを提供
するための区域もそういった事象を空間的に区切った区
域である。そこで、行政学、地方自治で使用される「区
域」「地域」概念を人文地理学の研究をヒントに、検討を
行った。近年の人文地理学では、その考察対象を地方政
府やそのサービスに広げている。こうした流れから、自
治体における研究が地方自治や行政学のみに留まるので
はなく、むしろ往来し、互いに参考し合うことの必要性
を意識しながら、本論文がめざすところを示した。 
第１章「政府の区域と能力に関する諸理論」では、区
域について、地方自治の観点から基本的な分析を行うこ
とを確認し、地方自治、行政学に分散する「区域」のコ
ンテクストの整理を行った。地方政府の区域の議論は決
して近年にはじまるのではなく、戦前から存在する議論
であり、行政あるところに区域の議論があるといえるだ
ろう。また、地方政府の区域改革の先進例としてヨーロ
ッパの議論を用いた時、ヨーロッパにおける改革の基底
に、デモクラシーの観点が認められること、また、区域
の改革とは機能の調整を伴うものであり、何らかの基準
の設定によって区域が確定されうるものではないもので
あることを指摘した。 
第２章「自治体の規模論と区域設定」では、行政サー
ビスにおける区域設定の観点からフェスラーの議論を、
デモクラシーと政府の規模における検討からはダールら
の議論をとりあげ、区域設定のあり方について検討を行
った。フェスラーの議論は機能と区域の調整に焦点をあ
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てながらも、民主的統制の重要性を強調している点が興
味深い。また、ダールらの議論では、民主的な政府の規
模について考える上で、デモクラシーの諸次元について、
満たされるべき2つの基準があるとし、それを市民有効
性（citizen effectiveness）とシステム容力（systems 
capacity）として整理した。前者は、市民が政策の政治
的決定に参加したり、効果的にコントローするための可
能性や実現性であり、後者は市民がコントロールする政
治システムの能力や自治に関するものであるとし、これ
らから、デモクラシーにとって、規模がどのような意味
をもつのかを検討した。この章での整理として、住民に
よる参加というインプットとそれら住民の選好にふさわ
しい政策や行政サービスの提供というアウトプットによ
って民主的正統性が成立するという議論を紹介し、論じ
ているが、この点は重要なものであると考えている。 
第３章「町村から自治のあり方と区域を考える」では、
日本の多くの自治体のあり方を変化させた「平成の大合
併」により、多くの町村の数は大きく減少したことを受
け、町村の歴史的意義からその存在価値を考察した。そ
こから、人々が営む自治のありかたとしてみることがで
きる。そうしたことをふまえ、日本の町村が、自治の実
践の担い手として、どのような役割を果たしてきたのか
を考えるために、自治体町村における自治について検証
した。ポスト「平成の大合併」時代に突入し、あらため
て自治体とは何かが問われる中、自治の原点としての町
村について考察を行った。 
第４章「自治体の再編成と広域行政」では、現在の自
治体という統治範囲を変えることなく行政サービスの提
供を行う広域行政に焦点を当てた。「平成の大合併」では
現状の自治体では、より合理的かつ効率的に行政サービ
スを提供することができないのではないかという懸念に
対する対案として捉えることができる。ここまでみてき
たように、自治体の区域設定については、多くの課題が
存在している。自治体の区域設定の安易な変更に異議を
唱えてきたことをふまえ、自治体が住民自治を尊重しな
がら、住民にとって望ましい行政サービスを提供し続け
る方法を提起した。 
第５章「自治体政治と広域行政のガバナンス」では、
第４章で広域行政を統治区域として自治体区域を維持し
ながら、サービス供給を維持し、また自治体としても自
立して存在することができる方法であるという、仮説を
提示した。しかし、広域行政の課題もまた存在するので
ある。その課題とは、それら広域行政の仕組みについて
は、法制度上位置づけられ、政府レベルでは、運用され
ているものの、住民にその存在が十分に認知されていな
いばかりか、ガバナンスのあり方について問題などがあ
げられるのである。本章では、広域行政制度のなかでも、
一部事務組合と広域連合の制度に着目し、その運用実態
の検討を行った。そこにおいても前述の課題が抽出され
たのである。特に広域連合は、法的に特別地方公共団体
とされていることから、広域連合の区域は統治の区域と
理論上なるのである。今後においても実態として統治の
区域として運用されることが、合併の対案としてより存
在感が増すことが目指されるのである。 
第６章「大都市形成とデモクラシーの区域」では、平
成の大合併による自治体の変化の１つとして、自治体の
大規模化があげられる。とりわけ、大都市特例制度にお
ける指定要件の緩和は、中核市、特例市、そして政令指
定都市の増加につながった。それらの多くは、「平成の大
合併」で、大都市形成のために周辺市町村と合併をおこ
なったのである。本論文が規模とデモクラシーのトレー
ド・オフの関係にとらわれないとするならば、大規模な
自治体の民主的統制についても論じる必要があると考え
た。そこで、都市内分権に注目し、拡大した自治体の区
域において行政サービスの向上を達成しながら、同時に
地域自治強化も目指されるものであるとして、具体的な
政令指定都市の例をあげて、その運用について考察を行
い、それが可能であることを示唆した。このことが意味
するのは、合併によって、大都市化した自治体は、他の
自治体との区域問題には一定の解決をみたが、一方で、
行政区の設置や都市内分権という、「内なる区域問題」を
抱え込むこととなったのである。大規模自治体が直面し
た区域問題解決の方策として都市内分権を位置づけつつ、
そこにおける区域の課題を提示したものである。 
第７章「残された課題－自治体政策と区域」では、「平
成の大合併」で懸念された、小規模町村は様々な現状か
ら、分権時代にふさわしい政策形成能力や法務能力が欠
如しているという論理への反論が主な論点とした。小規
模自治体は、先進的な政策の立案や、それを裏付ける自
主解釈法務、そしてそれに基づく条例制定は難しいと考
えられていたことをふまえ、小規模自治体、とりわけ町
村の政策的な取り組みについて考えてみた。区域の問題
と政策の形成能力については、規模論との関係で解決す
べき課題が多いと思われるが、今後の区域研究にとって
は、欠かせない問題であるようにも思われる。そこで、
小規模自治体、とくに権限において市と区別される町村
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において、先進的な政策がどのように推進されているか
について検討し、今後の検討課題として提示しておきた
い。 
 
３．結論 
以上のことから、本論文の結論について述べていく。1
つは、自治体の区域における「適正な区域」というもの
は存在せず、ある要因による適正規模というものによっ
て、区域を設定するならば、それはすなわちデモクラシ
ーの実践の場としての自治体を否定するものであるとい
えよう。地方政府の区域は、デモクラシーの実践の場で
あることは繰り返し主張してきた。2つめに、「区域問題」
はそれのみとして単独の領域として考察することは困難
であるということである。区域の再編成は、単純に区域
の大小を変えることのみではない。デモクラシーの基本
的な問題に関連し、国全体のシステムに及ぶものである。
よって、合併の目標数を掲げるなどということは、決し
てあってはならないのではなかろうか。 
金井利之は区域問題について「区域問題は、現行制度
のもとでは、最終的に解決することは困難である」と述
べている。“解決”という言葉を使用しているということ
は解決できる何らかの状態が想定できることであるとい
えるが、では一体、区域問題の解決とはいったいどの状
態をさすだろうか。中央政府から見た解決なのか、自治
体から見た解決なのか。そもそも「区域問題」とは何か。
そして、区域問題の解決とは何なのか。“適正”な区域と
いう言説から抜け切れないまま、自治体再編が進められ
てきたことをふまえ、今後の自治体のあり方を考える上
でも、本論文において提示された問題意識をさらに深め
ていく必要があろう。 
 
